
































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































項 目 イ　ン　ド　ネ　シ　ァ 1 イ　　ギ　　　リ ス
9　生産管理
10　マーケティ
　　ング
11財 務
12成功の条件
13問　題　点
　　一日本側
　　からみて
・朝礼行なう
・QCサークル盛ん
・提案制度盛ん
◎福利厚生重視
・退職率低い
◎雇用保障にっとめるが無能者は解雇
◎制服，食堂など平等主義
・輸入代替のとき多種少量生産多い
◎品質重視
◎基本的プロセスに近代的設備，補助的プ
　ロセスでは低い機械化
・本社からキー部品を輸入
・多量少量生産多い
◎部品の内製も
◎R＆Dは行わない
・ASEAN地域での分業は，関税率高く，
　困難
◎販売経路を卸売まで実質的に支配
・広告は路上広告
◎輸入品との競争は少ない
◎現地通貨の減価を防ぐためヘヅジなど
・現地での資金調達は困難
・技術集約的製品で世界的競争力あり
・ジョイントベンチャーでなければならな
　いが，パートナーから経営を任される。
　（それだけ技術力をもつ）
・日本的経営の全面的な移植
・政府の過大な統制
・公平な競争
゜パートナーの選択
・家族との別居
・朝礼行なう
・QCサークル少ない
・提案制度あるが提案少ない
◎福利厚生は少ない
・退職率30％程度
◎雇用保障につとめるが。無能者は解雇
◎制服，食堂など平等主義
・少品種大量生産
◎品質重視
◎高度の機械化，自動化
・本社からキー部品を輸入
・少品種大量生産
◎部品の内製は少ない
◎R＆Dは行わない（1部行う）
・EC地域で分業も可能
◎販売経路は卸売まで支配のことも
・広告はテレビ新聞など
◎競争は激しい
◎現地通貨の減価は相対的に少ない
・現地での資金調達可能
・技術集約的製品で，世界的競争力あり
・単独進出
・日本的経営の選択的な移植
・従業員のやや低い参加意欲
・他の企業の労働組合のストなどによって
建設や部品供給が影響をうける
国との差が少ない。
　輸出代替型の多国籍企業も，その経営のあ
り方は環境に適合するために，日本的経営の
移植の形を変えている。環境が流動的である
発展途上国には，日本的経営を大量に移植す
ることが可能であり，それによる環境変化の
可能性が大である。外国の文化を受入れ易い
文化をもつ国においてはとくにそうである。
これに．対して，高度の文化と高度の企業経営
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が古くから伝統として存在して固定している
先進国においては，日本的経営と古い企業文
化との相異が明瞭であっても，日本的経営の
移植は限られてくる。とくにその国が，他の
国の文化を受け入れ難いという文化特性をも
つ場合にはそうである。しかしそれにもかか
わらず，日本的経営の移植は可能であり，か
つ必要である。日本経営の移植の少ない日立
（GECとのジョイソト・ペソチャーであるた
アジアにおける日本の多国籍企業（その3一続）（河野）
め）やダイワ精工（英国人に任せすぎたため）
は1980年の時点では，成功していない。ソニ
ーと松下の2社のケースに見るように，日本
的経営の移植を行うことが成功の条件とな
る。
　日本的経営を移植した日本企業の子会社は，
他の現地企業と異なっている，という意味に
おいて，生産構造の2重構造を起す。この2
重構造は，インドネシアの方が大ぎく，英国
の場合には小さい。それはとくに生産技術の
面において差がある。しかし人事管理などの
文化的側面については，2重構造は両国とも
に大きい。
　そしてそのような日本的経営の移植は，文
書による紹介，テレビによる紹介，見学など
によって英国企業にも影響し，環境を変えつ
つある。少なくとも日本的経営と多くの類似
性をもつICIや，マークス・アンド・スペ
ンサー（Marks＆Spencer，百貨店）の経営
が注目され，その経営システムが他企業に移
転され易い情況をつくり出している。
　多国籍企業の環境適応とは，進出先国の企
業経営に比して相対的に優位な生産技術と経
営技術をもち込んで，チェンジ・エイジェン
トとなることである。それによって他の企業
の目標や企業文化，また経営システムをかえ，
ひいては社会の価値や一般文化をかえる。こ
のことは，後に説明するが，このことは先進
国たる英国においてもあてはまる。たとえば
フォードはすでに1930年ごろ英国に進出し，
ダーゲンハムに巨大な自動車工場をたてて，
他の英国の自動車会社に影響を与え，自動車
の普及を促進した。吉田工業や，ホンダの工
場も，他の現地の企業を倒産させつつ，生産
性向上に貢献し，また製品を普及させた。
（本田は小型オートバイを著しく普及させた）。
　またアメリカや日本などの自由企業体制の
国の企業が成功し，英国に進出して成功する
ことは，英国の政治体制にも影響し，保守党
に有利な政治的環境をつくり出す。
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第3・4・2表　環境の相異による日本的経営の
　　　　　移植の相異
理，。．松下櫛
　　　　ソニー
スペンt
／日立
タイワ精
現
地
式
ブリジストン
　　　　インドネシア
日
本
式
　以上はインドネシアと英国とにおける多国
籍企業経営の「環境適応」の類似点をおもに
あげた。しかし相違点も多いのであり，第
3・4・1表には，それを見ることができる。両
国における日本的経営の移植の相違を一般化
して図式化すると，第3・4・2表のようになる。
（山型については，Farmer＆Richrnan，19，
Richman　and　Cohen，1972）両国ともに，
純日本式も，純現地式も，ともに業績が悪く，
その中間に最も業績の高い領域がある。そし
て英国における日本の子会社の方が現地式に
近く，インドネシアにおける日本の子会社の
方が日本式に近い。この理由は何故か。それ
は第一に，英国の経営方式の方が近代的であ
り，生産性が高く，日本の経営方式との距離
が近いからである。第二には，英国の方が文
化のコアが大きく，かつ固いからである。こ
のように，2国の環境文化の違し～に応じて日
本的経営の移植を変えて環境と適合させるこ
とが高い業績を上げるために必要である。な
お，第3・4・2表のなかで東レの子会社（イソ
ドネシアにおげる）の業績が低いのは，日本
的経営を移植してもこのような結果になって
いるのであり，それは東レ（他の合繊会社も
同じであるが）が，繊維の原糸生産（素原料
が安くない），染色，紡織，などのプPセス
に技術の決定的な優位性を持たず，また多く
の企業が進出しすぎて，過当競争に陥ってい
るからである。
　インドネシアと英国における貝本的経営の
移植の相異の大きな原因は，英国にはすでに
古くからの制度が存在していること（例，労
働組合，社会保障制度や医療の水準）と，価
値観のコアの範囲がひろい（例，個人主義）
との二つの理由によるものと考えられる。
　第3・4・2表は相異を強調したのであるが，
第3・4・1表の要約を見ると，むしろ日本的経
営の移転について類似の方が多いことに注意
すべきである。
　すなおち，革新的組織の特長のうち，トッ
プQ集団的意思決定，経営理念gある程度の
強調，．長期的視野などは移転されている。・
　製品市場戦略のうち，品質重視，、強力な販
売経路などは両国で共通にとられている。
　柔軟な組織の特長のうち，仕事のある程度
の柔歎性，単一の労働組合，レートレソジの
存在による定期昇給などは共通である。
　人間尊重の考え方のうち，昇進，昇格の機
会の増大とそのための個入への高い関心（す
なわち人事考課資料を多く整備する），．雇用
のある程度の保障，平等主義などは共通に移
転している。
　つまりインドネシアとイギリスという，大
きな環境の相異にかかわらず，日本的経営は
大量に移植されているのである。このことは，
日本的経営の普遍性を示すものといえるであ
ろうか。（同様の主張，石田，1981）
V　企業文化の変容問題への示唆
　この問題は，企業文化の変革の問題につい
ての示唆を与える。企業文化とは，人々の共
有する価値と，意思決定と行動パターンの実
際である。（企業文化については，章末の文
献を参照）それは，戦略や公式組織・システ
ムと業績との中間にある媒介変数であり．実
際の人々の信ずるものと行動とである。すな
わち，経営理念や目標の理解，上下の信頼関
係，コミュニケーションの実際，アイデアの
提案，リスクに対する態度，退職の実際，動
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機づきの実際，自己統制の実態などである。
　企業文化を正確に測定したわけではないが，
観察によれば，日本とインドネシアと英国と
では，日系企業の企業文化の三国間の差は若
千ある。しかし日本的経営の移植によって，
、似ている点が多い。たとえば，朝礼に対する
態度からみて，英国でも朝礼を拒否していな
いし，・そこで経営理念の伝達や目標，方針の
伝達を受け入れている。
　コミュニケーショ｝ソは，上記の朝礼のほか，
平等主義による同じ制服，同じ食堂の利用，
事務のための大部屋の利用，パーティニめ開
催などによって現地企業よりも良好である。
　アイデアの提案は，提案制度による提案件
数でみる限りインドネシアでは日本に劣らず
多い。QCサークルなどの集団活動における
提案も，インドネシアでは盛んであり，そこ
で多くのアイデアが出される。しかし一般的
に日本ほど従業員の提案が多いわけではない。
またイギリスでは，提案制度も盛んではなく，
QCサークル活動も一部で行われているにす
ぎない。
　退職率はインドネシアでは低く，とくに，
上層部と現場従業員において低い。ミドルも
次第に退職率は低下する。英国では，退職率
は高いが，地元の平均程度である。しかし，
英国でも，ソニーの従業員が制服を着用した
ままブリジェンドの街を歩くなど，会社の従
業員としての誇りをもっており，この点，組
織への同一化の意識は，似ていると推定しう
る。
　上記のような目本の子会社の企業文化は，
インドネシアにおいては，現地の企業と著し
く異なっており，生産性も高い。またイtギリ
スにおいても，現地企業と異なっており，ま
たGEC一日立，ダイワ精工の企業文化とは著
しく異なっている。たとえば，すでにのべた
ごとく，1980年の時点では，GEC一日立の職
場は清潔ではなく，職場で喫煙している。ま
た，ダイワ精工のスコトランドでは，ホワイ
アジアにおける日本の多国籍企業（その3一続）（河野）
トカラーとブルrカラーとの間にはっきりし
た差別感があった。（その後両社とも，、日本
側の100％支配となりi工場の空気は変った
もρと考えられる）。
　海外の子会社では，大学卒のミドルのマネ
ージャーの移動が激しぐ，その意識と行動の
日本化は，他の階層（上層とブルーカラー）
に比して困難であると考えられる。しかし，
工場では同じ制服を着用し，またオフィスで
は大部屋を利用する，などによって，～トヅプ，
ミドルマネージャー，ホワイーbカラー，ブル
ーカラー間の企業文化の差は，減少しつつあ
る。
　以上のようにして，企業文化を左右するも
のは，環境文化よりも，むしろ戦略，組織，
人事制度などであり，日本的経営をもちこ
むことによって，日本的企業文化を発生しう
る。（企業文化にっいては，次の参考文献を
参照）
　参考文献
　T．E．　Dea1＆A．　A．　Kennedy：Corforate　Cul・
tures，　1982
　T．J．　Perters＆R．　H．　Waterman：In　Search　of
Excellence，1982
　G．Donaldson＆J．　W．　Lorsch：Decision　mak－
ing　at　the　Top，1983
　A．L．　Wilkins＆W．　G．　Ouchi：EMcient　Cul－
tures，　Administrative　Science　Quartedy，　Sept。
1983
　L．　Likert：The　Human　Organization，1967
　松浦敬紀「社風の研究」1983
　加護野忠男「組織文化の測定」国民経済雑誌，
1982年8月号
　加護野忠男「文化進化のプロセス・モデルと組
織理論」組織科学，1983年10月号（17巻3号）
　石田英夫「海外における日本企業の人的資源管
理」日本労働協会雑誌，1981年3月号
第4章　多国籍企業の現地社会へのイ
　　　　ンパクトと発展途上国の社会
　　　　の変化のモデル
　以上のような多国籍企業は，現地にどのよ
うな影響を与えているのであろうか。経済的
効果として，よくあげられるものは，雇用の
増加，付加価値の増大（前記と重複するが，
賃金水準の上昇分は重複しない），輸入の節
約と輸出の増加，技術の移転，などである。
（前号参照，またRobock，　Simmonds＆
Zwick，1977など）。しかしここでは，もう
少し広い範囲にわたる効果，長期的な効果を
みてみる。発展途上国が，そして今日では先
進国も，多国籍企業を歓迎し，それによって
経済活動に刺激を与え，また社会の近代化，
または社会の沈滞を破る刺激を得ること，そ
れによって政治的安定を得ることを意図しよ
うとしている。このような多国籍企業への期
待は，戦前とは著しく異なり，独占資本が収
奪するのでもなく，また幼稚産業の芽をつむ
のでもない，という認識に変りつつある。
　ただここで問題になるのは，外国企業の進
出は種々の摩擦を起こすのであり，そのよう
な摩擦をどう理解するかが問題である。たと
えば発展途上国の場合には，経済の二重構造
を起し，また，先進国の場合にも地元の企業
を倒産させ（たとえば英国においてオートバ
　第4・1表　社会・経済の変革モデル
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イやファスナーの企業を倒産させ），また仕
事主義，会社主義を強調しすぎると個人主義
と対立を起すことがありうる。これらをどう
考えるかが問題である。
　社会変革のモデルとしては，たとえぽマル
クスの唯物史観に基づくモデルや，ジャコビ
ーのモデル，富永教授のモデルなどがある。
（Marx，1948，1859　i　Jacoby，1973；富永，
1965）これらのモデルを参考にしながら，筆
者のモデルを提示してみる。（このモデルの
原型については，河野，組織科学12巻1号）。
第4・1表はこれを示す。
　1．生産システムの2重構造
　まず技術の変化が多国籍企業によって持ち
込まれる。これは一一国内の技術開発による場
合もある。イギリスにおける過去の産業革命
はそうであった。それによって生産技術が変
革され，旧来の生産技術を駆逐する。このた
めに倒産が起る。（例，旧来の馬車製造業，
従来のオートバイやファスナーの製造企業）。
このような倒産を恐れては近代化はできない。
　しかし他の競争のない領域では古い生産技
術を使う企業も残る。たとえぽ，インドネシ
アでの家具製造業，バチク製造業など。この
ために生産システムの2重構造が起る。しか
し先進企業の生産技術が，これらの後進的企
業の一部に転移し，その生産性を引き上げる。
生産技術の移転は，たとえば部品の発註，製
品の販売，見学，文書による紹介，退職老の
再就職などによって起る。
　2．　生活水準の2重構造と生活の2重構造
　多国籍企業の活動は，多くの経営者や管理
者を増加させ。しかもこれらの経営者たちは，
外国人の場合はもちろん，現地人の場合にも
高い期待水準と持ち，欧米なみの給与水準を
要求する。他方，年間の1人当り所得が75ド
ル以下の階級が60％をしめるという貧困者層
が共存する。しかし豊かな生活をみて，貧困
者層の欲求水準が上り，これが経済活動を刺
激する。富者と貧者との共存を，ここでは，
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生活水準の2重構造と称する。
　次に，貧者も貧困な生活のなかで，ラジオ，
テレビなどを購入して，電池や足ぶみ発電機
によってそれらを聞き，また見る。電気もな
く，便所や井戸のない家がこのような製品を
利用するのは，生活の2重構造である。古い
生活と近代的な機具とが共存するのである。
これによって生活水準の期待水準が上る。
　3．　価値感の変化と価値感の2重構造
　以上のような生活水準の2重構造と生活の
2重構造とによって，価値感が変る。まず
衣・食・住などの生理的欲求が刺激され喚起
される。次に，社会的欲求や，自己実現の欲
求も喚起される。たとえぽ，礼拝よりも労働
を求め，医療をうけたい医薬をとりたいと考
える。また農村における家族や地域との連帯
よりも都会の会社での仲間との友情を求める
ようになる。また産業化に伴って教育への欲
求を求めるようになる。
　このことは，イギリスのような先進国にお
いても同じである。階級意識の強い英国にお
いて，多くの職級（たとえぽ係長以下7つの
職級）をもつ給与制度を導入し，昇進と昇級
の機会を増加することによって能力主義的意
識が強くなりうる。またその働く職場が誇る
に足る会社である場合に，喜んで制服を着て
街頭を歩くという組織指向に変りうる。個人
主義の強い価値感も経営理念を強調し，昇進
の機会を増加し，平等主義の待遇によって会
社に同化する条件をつくり，組織中心に変り
うる。さらに，単一の労働組合を選択するこ
とによって，職能別のクラフト主義から，仕
事間の垣根のない流動的な組織へと意識が変
る可能性がある。
　このように価値感は変る。欲求の順位が変
り，誘因の期待水準も変る。しかし価値のコ
アになっているものは変り難い。たとえぽイ
スラム教への信心や，キリストへの信仰，個
人主義的価値などは変り難い。このようなコ
アになっている価値感は，第4・1表の変化の
アジアにおける日本の多国籍企業（その3一続）（河野）
速度を規定し，→印の移転の速度を規定する。
　コアになっている価値観とは何であるか。
生理的欲求は各国共通であるから，それは除
いて考える。コアになっている価値観には，
たとえぽ宗教への信仰，家庭における親族
間の結びつき，仕事のもつ意味，などがあろ
う。これらの多くは，宗教組織，家族，地域
社会，学校などからの伝達，そこにおける学
習，これらの集団の圧力などによるところが
多い。
　このようなコアを除いて，価値観も変る。
そして多国籍企業によって価値観の変化をう
けた者と，伝統的な価値観をもつ者との2重
の価値構造を発生する。そして新しい価値は，
その生産力のゆえに，次第に古い価値に置き
変ってゆく。
　4．社会の諸システムへの需要変る
　新しい生産システムと新しい価値感は，社
会の諸システムへの要求を変える。たとえば
教育の普及，政治の安定（時には別の政党や
政権をも），関連企業の発達，研究機関の設
置，など新しい組織やシステムの導入を要求
し，かくして社会のひろい諸組織と諸システ
ムの変化を要求する。
　5．　社会組織，政治組織，生産組織，研究
　　　組織の構造とフローの適応
　ここで，社会の諸組織間の相互のサービス
の流れをAx＋ろであらわす。ろは，家計へ
の物やサービス（たとえば消費財や行政サー
ビス）の流れの量であり，上記の価値感の変
化，欲求水準の変化によって変る。変化し
た後の需要の流れをb＊であらおす。Axは
家計以外の中間的取引の流れであり，たとえ
ぽ，家計から企業への労働力，行政組織から
企業へのサービス，などをあらわす。産業連
関表の考え方を用いて，組織間の物とサービ
スの流れを物量で測定できるとすれぽ
　　Ax十b＝x　　　∴　x＝［1－A］－1b
　　∴　x＊＝［1－A］－ib＊
　これは特定の欲求水準b＊に対応するいろ
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いろの組織，すなおち行政組織，企業，学
校，研究機関などの物やサービスの提供への
需要を示す。X＊と実際のXとの差は，社会
的ギャップである。たとえぽ学校が足りない，
病院が足りない，物の供給が足りない，など
である。このギャップの縮少は社会の諸組
織の適応であり，それは必ず起る。しかし適
応の速度をきめるものは，社会のコアになっ
ている価値感であり，伝統指向が強いほど遅
い。
　ここで，文化摩擦とは，上記のような2重
構造における違和感，それに伴うコンフリク
ト（たとえぽ親子の価値感の相違，成人と若
者との相違，都会と田舎との相違など）であ
る。そしてこのような文化摩擦は，変化や進
歩（たとえぽ生活水準の向上）のためにはや
むを得ない。
　かくして多国籍企業の環境への適応とは，
摩擦を恐れず二重構造を起し，価値感や，社
会システムを変えることである。このための
チェンジ・エイジェントとなることである。
そのために，知識や技術のトランスファーを
はかることであり，ただ単に現地のシステム
をそのまま取入れることではない。（ミュー
ルダールは価値感の変革が発展途上国の経済
成長のために必要であることを主張してい
る）
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